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成年年齢引下げの民法改正（平 30 法 59〔2022 年 4 月 1 日施行〕）の実現が確実
視されていた時期に，法務大臣から，法制審議会に対して，「少年法におけ
る少年の年齢及び犯罪者処遇を充実させるための刑事法の整備に関する諮問




第 178 回会議（2017 年 2 月 9 日）で，「少年法・刑事法（少年年齢・犯罪処遇
関係）部会」（以下，「部会」という）に検討を付託し，部会の報告を受けて総
会で審議することにした。部会の会議は，第 1 回（2017 年 3 月 16 日）から第










 1）　諮問内容および部会議事録， 部会のもとの各分科会の議事録， 一連の配布資料等に
ついては，http://www.moj.go.jp/shingi1/housei02_00296.html からアクセスできる。
 2）　丸山雅夫「少年法適用年齢引下げ批判」名城法学 67 巻 1 号（2017 年）126 頁以下
参照。その後も，2019 年 9 月 3 日には，元家裁調査官 255 人による反対声明の


















2　第 1 回会議から第 4 回会議（6 月 29 日）までは，議論の前提として，関













1 分科会）ないし 10 回（第 2 分科会，第 3 分科会）にわたる分科会の議論を経
て，部会第 6 回会議（12 月 19 日）に「分科会における検討（中間報告）」（資
料 17），第 7 回会議（2018 年 4 月 26 日）に「分科会における検討（中間報告）
（2）」（資料 18）が配布され，第 8 回会議（7 月 26 日）に，各分科会の検討結果
を取りまとめた「分科会における検討結果（考えられる制度・施策の概要
案）」（資料 19）が配布された。
第 8 回会議から第 10 回会議（10 月 11 日）にかけて，資料 19 について集中
42
的な議論が行われた。そして，第 11 回会議（11 月 2 日）で年齢引下げに関す
る意見交換を行った後，第 12 回会議（11 月 28 日）において，諮問の②に関
して「検討のための素案」（以下，「素案」という）が提示され（資料 21），その
全体について意見交換と議論が行われた。第 13 回会議（12 月 19 日）から第






検討は，第 17 回会議まででほぼ終了し6），第 18 回会議（9 月 26 日）では，
②のうち，新処分以外の刑事制度の整備が検討された。その後，第 19 回会




拡大が必要であるとの見解が表明された7）。この時点では， 18 歳・19 歳の犯
罪者に対する家裁における従前の対応実績の高さは，部会構成員の共通認識
になっていたと言ってよい。この発言を受けて，新処分に関する「別案のた
めのたたき台」（資料 29）が第 21 回会議（12 月 9 日）と第 22 回（12 月 13 日）で
検討された。第 23 回会議 （12 月 25） において， 「検討のための素案 〔改訂版〕」 
（以下，「素案改訂版」という） が提示 （資料 31）， 検討され， 第 24 回会議 （2020 年 2




29 回会議に「取りまとめ （案）」 （以下， 「取りまとめ案」 という：本文の内容を別に










 6）　部会第 17 回会議議事録 22 頁参照。
 7）　部会第 20 回会議議事録 20 頁以下。なお，斉藤豊治「少年法の年齢引下げの歴史






は，罪を犯した 18 歳・19 歳の者のうち，訴追の必要性がないとして公訴を
提起しない（起訴猶予）者について，現在の成人刑事司法には存在しない処分
を新設する内容のものであった。それは，第 2 分科会の第 10 回会議（2018














ある」 と指摘していた10）。部会の場でも， 「今回の議論と言うのは， 現行少年



















はないが， こうした認識の転換は， 当初から指摘されていたところであり14）， 
部会の議論にもうかがわれたところでもある15）。素案が新処分の対象者を




2　素案が提示した新処分の概要は，対象者（9 一），手続（9 二〔1 調査，
2 鑑別，3 呼出し・同行，4 罪証隠滅又は逃亡の防止を目的とした身体拘束の措置， 5 証
人尋問，検証等，6 検察官・弁護士の関与， 7 記録・証拠物の閲覧・謄写， 8 審判， 9 試
験観察〕），処分（9 三〔1 処分の決定，2 没取，3 不服申立て，4 保護観察処分，5 処
分の取消し〕），犯罪被害者等の権利利益保護のための制度（9 四〔1 記録の閲









者に言及する場合にも（2―1，2―2，2―3），若年を 18 歳・19 歳に限定したも

















 8）　川出敏裕「少年法の現状と課題」家庭の法と裁判 創刊号（2015 年）24 頁。さら
に，同「少年法の適用年齢引下げを巡る議論について」刑事法ジャーナル 46 号
（2015 年）3頁。
 9）　松尾浩也 「巻頭言 少年法特集号に寄せて」 家庭の法と裁判 3号 （2015 年） 5 頁。
10）　山下幸夫 「犯罪者処遇の改革 法制審の議論」 季刊刑事弁護 97号 （2019年） 102 頁。
11）　第 4回部会における川出敏裕委員の発言（第 4回会議議事録 29 頁以下）。
12）　浜井浩一「少年法成人年齢の引下げを巡る議論の問題点と課題」季刊刑事弁護 84
号（2015 年）118 頁，葛野尋之「少年法適用年齢引下げ提案批判」法律時報 91 巻
12 号（2019 年）81 頁。なお，田宮裕/廣瀬健二編『注釈少年法 〔第 4版〕』 （有斐閣， 








義等」判例タイムズ 1198 号（2006 年）27 頁，同「少年法制の課題と展望」椎橋隆
幸先生古稀記念『新時代の刑事法学 下巻』（信山社，2016 年）343 頁，上野正雄「少







る」とする羽間京子委員の発言（第 14 回会議議事録 8頁）。






1〔少 8 条に相当〕），必要に応じた少年鑑別所による鑑別（9 二 2（一）〔鑑別 3 条
































的に 1回の更新） の施設収容を認める B 案を提示した （9 二 4）。B 案は， 期間を
除いて，通常の被疑者勾留に類似している（刑訴 207 条 1 項・60 条 1 項柱書）。






























少年事件」法曹時報 72 巻 1 号（2020 年）134 頁第 13 図，135 頁第 35 表。
18）　たとえば，須藤明「『若年者に対する新たな処分』の批判的検討」家庭の法と裁判
17 号（2018 年）13 頁以下は，新処分における調査や鑑別が従来の調査や観護の機
能とは全く異なるものになってしまう（処遇的効果のある働きかけになり得ない）
ことを指摘している。さらに，須納瀬学「年長少年の成長発達権保障としての少年
法」法律時報 90 巻 4 号（2018 年）22 頁。
19）　川出敏裕「子どもと大人の境界」法学教室 431 号（2016 年）1 頁。さらに，第 20
回部会における酒巻匡委員の発言（第 20 回会議録 11 頁以下）。





20 回会議録 15 頁），川出委員は，付添人に保護者と同様の手続的権利を認めること




収容処分を認める B 案が併記され（9 三 1），いずれも没取が科される（9 三 2
〔少 24 条の 2 第 1 項・2 項本文に相当〕）ほか，抗告が認められる（9 三 3〔没取以外
の抗告は少 32 条本文に相当〕）。保護観察処分の期間は 1 年ないし 2 年で，保護
50
観察を見直す場合は， 少年鑑別所の鑑別を前提として， 家裁の許可による 10
日間の収容鑑別を認める B 案と，収容鑑別を認めない A 案が併記された（9








上の処遇は存在しないが，実質的には，2 年間の期間を確保したうえで 1 年
間での解除を目指して運用される，保護処分 （少 24 条 1 項 1 号） としての一般
保護観察（1 号観察〔更生 48 条 1 号〕）が想定されていたと思われる。解除と処
分の取消も，それぞれ，更生保護法 69 条および少年法 27 条の 2第 1項・第
2 項本文に相当する。いずれにしても，運用は更生保護法 49 条以下にもと
づくことになるが，保護処分そのものではないから，観念的には，対象者の
健全育成を期すもの （更生 49 条 2 項） にはなりえない。また，施設収容処分を
認める 9 三 1 の B 案は，少年法上の少年院送致処分 （少 24 条 1 項 3 号） の代替
を想定していたと思われるが，内容は必ずしも明らかでない。さらに，遵守
事項違反に対する施設収容処分を認める 9 三 4（四）の B 案は，少年法上の
施設送致申請（少 26 条の 4 第 1 項，更生 67 条）に類似するものと思われるが，
遵守事項違反によって施設収容を認めることは行為責任を事後的に重くする
ものではないかとの疑問がある。その実質は，保護観察付執行猶予（4 号観






















































































24）　須納瀬・前掲注 18）22 頁。なお，第 15 回部会における田鎖麻衣子幹事の発言（第
15 回会議議事録 7頁以下）， 武内謙治「少年非行」法学教室 462 号 （2019 年） 133 頁。
25）　たとえば，第 14 回部会における山﨑委員および山下幹事の発言（第 14 回会議議
事録 6頁，7頁），第 15 回部会における山﨑委員の発言（第 15 回会議議事録 3頁）。
なお，佐々木光明「少年法適用年齢引下げ論と少年司法の変容」神戸学院法学 47 巻
4 号（2019 年）23 頁は，新処分構想の背景には「市民的治安主義」があるとする。
26）　第 14 回部会における羽柴愛砂幹事の発言（第 14 回会議議事録 8頁）。
27）　第 14 回部会における井上正仁部会長の発言（第 14 回会議議事録 8頁）。さらに，
第 16 回部会における今井猛嘉委員の発言（第 16 回会議議事録 2頁）。
54
28）　本庄武「刑事司法からみた『若年者に対する新たな処分』」法律時報 91 巻 12 号
84 頁以下，武内謙治「少年法からみた『若年者に対する新たな処分』」同誌 91 頁以
下。なお，山口直也「若年者に対する新たな処分」刑法雑誌 59 巻 3 号（2020 年）




















なっていた。これらのうち，甲イ案と乙ロ案は現行 20 条 1 項に対応するも
のであった。答申案は， 一般的な刑事処分相当逆送を認める （二 2（一）〔少 20
条 1 項に相当〕）とともに，現行 20 条 2 項の原則逆送（二 2（二）イ）のほか，行






























前提とし（二 4（一）），罰金以下の法定刑の犯罪を除いた 6 月の保護観察（二 4
56







ついては，甲案・乙案ともに，現行 45 条 5 号と同じであった（三 1）。他方， 






























を犯した 18 歳及び 19 歳の者であって，訴追を必要としないもの」（9 一）を
引き継ぐとともに，行為責任を当然の前提としていた。そのため，行為責任
を前提として起訴猶予者だけを対象とすることの理論上・事実上の難点は，
依然として残されたままであった29）。それに対して， たたき台は， 18 歳・19
歳の犯罪についても全件送致を維持することとし （一），答申案にも引き継が






念を呈し（第 24 回会議録 3 頁以下），渕野貴生「少年法適用年齢引下げと適正手



















を提示した（10 三）。こうした取り組みの必要性については，第 3 分科会で
も特に異論はなく，部会による素案の検討対象に上げられたものである。























による公訴提起の可否）が，A 案と B 案を併記する扱いになった。しかし，部
会でも強い反対意見が出されたため，素案に示して具体的検討に入ることは





の実態と再犯防止』（2011 年），同『平成 24 年版犯罪白書―刑務所出所者等の社会
復帰支援』（2012 年），同『平成 28 年版犯罪白書―再犯の現状と対策のいま』 （2016
年），同『平成 29 年版犯罪白書―更生を支援する地域のネットワーク』 （2017 年）。
31）　葛野尋之「猶予制度」本庄武/武内謙治編著『刑罰制度改革の前に考えておくべ
きこと』（日本評論社，2017 年）156 頁以下。
32）　部会の議論については，川出敏裕「宣告猶予制度について」法学新報 125 巻 11・
12 号（2019 年）35 頁以下参照。
33）　吉川経夫「判決の宣告猶予」平場安治/平野龍一編『刑法改正の研究 1 概論・総
則』（東京大学出版会，1972 年）288 頁以下。さらに，三井誠「判決の宣告猶予」法
律時報 47 巻 5 号（1975 年）88 頁以下，平野龍一「執行猶予と宣告猶予」同『犯罪
者処遇法の諸問題〔増補版〕』（有斐閣，1982 年）6頁以下。
34）　吉開多一「検察官の訴追判断に関する一考察」国士舘法学 48 号（2015 年）78 頁
以下，稲川龍也「検察における再犯防止・社会復帰支援の取組」罪と罰 53 巻 4 号
（2016 年）5頁以下，廣澤英幸「罪を犯した障がい者等に対する検察庁の取組」自由
と正義 68 巻 1 号（2017 年）50 頁以下，和田雅樹「検察における再犯防止・社会復
帰支援の取組」法律時報 89 巻 4 号（2017 年）19 頁以下，参照。
35）　三井誠「検察官の起訴猶予裁量 （5・完）」 法学協会雑誌94巻6号 （1977年） 140頁。
36）　太田達也「福祉的支援とダイバージョン」研修 782 号（2013 年）14 頁。
60
37）　吉開多一「起訴猶予等に伴う再犯防止措置の在り方」法律時報 90 巻 4 号（2018
年）30 頁以下。他方，検察官の介入自体を否定的に捉える立場として，葛野尋之
「検察官の訴追裁量権と再犯防止措置」法律時報 89 巻 4 号 15 頁以下，日本弁護士連
合会「検察官による『起訴猶予に伴う再犯防止措置』の法制化に反対する意見書」
（2018 年 3 月 15 日）5頁。
38）　部会開始以前の議論として，平野龍一「判決前調査」同・前掲注 33）62 頁以下，
太田・前掲注 36）3 頁以下，土井政和「刑事司法と福祉の連携をめぐる今日的課題」

























































41）　正木祐史「社会内処遇の在り方をめぐる議論について」法律時報 90 巻 4 号 53 頁
以下は， 分科会の 「中間報告」 に関して， 「特別遵守事項の多様・依存」 であり， 「必
要性があってそのために制約を強くかけたいという思いがあり，それが結局のとこ
ろ，収容威嚇による心理的強制の外在化として顕れているように見える」と批判し


















































12 条 2 項〕）と禁錮（刑事施設に拘置する〔刑 13 条 2 項〕）が，当然の前提になっ
ているものと思われる。そうであれば，「刑事施設での拘置」と「その他の
矯正に必要な処遇」が，新自由刑としての処遇の共通内容ということにな









刑の単一化』」犯罪と刑罰 27 号（2018 年）30 頁以下参照。
43）　たとえば，吉岡一男「監獄法の改正と処遇理念」法学論叢 95 巻 5 号（1974 年）1
頁以下，福田雅章「受刑者の法的地位と『要綱案』」ジュリスト 712 号（1980 年）
40 頁以下，土井政和「社会的援助としての行刑（序説）法政研究 51 巻 1 号（1984
年）35 頁以下。
44）　松宮孝明「『自由刑の単一化』と刑罰目的・行刑目的」法律時報 89 巻 4 号（2017
年）79 頁，土井政和「自由刑の純化と刑務作業」本庄ほか編・前掲注 31）17 頁，石
塚伸一「教育的処遇（矯正処遇）」同書 39 頁。
45）　川出敏裕「監獄法改正の意義と今後の課題」ジュリスト 1298 号（2005 年）28 頁
は，受刑者の改善更生を目的とする指導としての刑務作業の義務づけを強調してい
る。さらに，同「自由刑」法学教室 451 号（2018）93 頁，川出敏裕/金光旭『刑事
政策〔第 2版〕』（成文堂，2018 年）189 頁以下。










48）　UNCESCR, Concluding observations on the third periodic report of Japan, the 
fifth session （29 April-17 May 2013）, para. 14.
49）　日本弁護士連合会第 59 回人権擁護大会「死刑制度の廃止を含む刑罰制度全体の改
革を求める宣言」（2016 年 10 月 7 日採択）。







52）　たとえば，第 12 回部会における大沢陽一郎委員の発言（第 12 回会議議事録 11
頁）。
（2）　若年受刑者に対する配慮






















とつとして提示したが（9 五 B 案），その判断に調査・鑑別が機能することも























ている （2―3 一）にもかかわらず，18 歳・19 歳についてさえ，資格制限を緩
和するような配慮（60 条）は見られない57）。これらについても，少年法下で
の 18 歳・19 歳の施設収容処遇を代替するような方策にはなりえない。
なお，以上の方向性は，素案改訂版に引き継がれ （2―1，2―2，2―3），たた
き台も，若年をおおむね 26 歳未満として （3 一），処遇調査を充実したうえ
で （2），基本的な内容を引き継ぎ （3 二），答申案にも反映されている （3）。
　 注
53）　若年者の上限年齢の設定には，いくつかの選択肢がありうる。1970 年の少年法改
正要綱で提案された 20 歳未満，1966 年の少年法改正構想で提案された 23 歳未満程
度，少年刑務所での処遇対象としての 26 歳未満が想定されていた。その後，たたき
台と答申案は，若年受刑者を「おおむね 26 歳未満」とした（いずれも 2および 3）。
54）　特に新処分における検察官関与の一般的な問題性については，山口直也「若年者
事件における検察官の権限とその限界」前掲注 47）新倉古稀 478 頁以下参照。
55）　第 12 回部会における太田達也委員の発言（第 12 回会議議事録 10 頁）。
56）　吉田秀司「少年院及び少年刑務所における処遇の現状と課題」法律のひろば 54 巻
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管轄する 18 歳・19 歳は「自律的な存在」として，親権者（少年法上の保護者




















部会の第 29 回会議において，答申案が賛成多数（部会長を除く出席委員 18 人
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62）　平野龍一「検察官の先議」ジュリスト 353 号（1966 年）37 頁。
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